
 

 

公益財団法人京都府生活衛生営業指導センター ３５年の軌跡 
 
 

指導センター設立準備の時代 

 

昭和５１年  ・社団法人京都府環境衛生同業組合協議会の事務局を喫茶組合事務所内に置い 

ていたが、事務局の充実のため京都市左京区田中西樋ノ口町９０番地に移転する。 

専任の経営指導員２名を配置する。 

 

昭和５４年  ・『京都府環衛協議会だより』（別紙１参照）を発行（1 月） 

       ・京都府環境衛生同業組合のシンボルマークを発表 

       ・全国初の第１回「京都かんえいフェア」（別紙２参照）を開催 

（１１月２７日～２８日） 

        （第２回以後は「かんえいまつり」と称している） 

       ・このフェアの目的は、 

①消費者に対する環衛業の周知 

②消費者に対する謝恩 

③消費者に対し公衆衛生サービスの改善向上の努力について理解してもらう。 

④１６業種の相互理解と団結の強化 

       ・上記フェアの売り出し協賛抽選券の当選者８００名を招待 

        豪華船「さんふらわあ７」瀬戸内海の２泊３日の旅を行う。 

       ・このフェアの財源は、京都府３００万円、京都市２００万円の補助金と、協賛抽 

        選券売上収入２，７６５万円、広告収入２００万円等、約４，０００万円で行う 

        ことができた。環衛協議会傘下の各事業所が抽選券を熱意を持って購入した結果 

        がフェアを成功に導いた。 

 

昭和５５年  ・社団法人を解散し財団法人を設立するため、昭和５５年度から５６年度にかけて 

基本財産の募集を行った。基本財産１，３００万円の内訳は、京都府４００万円、 

京都市３００万円の出損金、同業組合合計の寄付金３００万円、協議会役員の寄 

付金合計８９万円、解散した社団法人の残余財産２１１万円、以上。 

 

指導センター設立後の経過 

 

昭和５６年  ・財団法人京都府環境衛生営業指導センターの設立許可 

 （２月１６日付 京都府知事） 

・「環境衛生営業の運営の適正化に関する法律」に基づき、環境衛生営業の健全化を 



 

 

通じて衛生水準の維持向上を図るとともに、環境衛生業を利用する消費者の利益

を擁護するために活動する公益法人として京都府知事より指定を受ける。 

（４月１日付） 

        （社団法人京都府環境衛生同業組合協議会より業務継承） 

・環境衛生営業相談室設置 

・経営指導員３名、事務職員１名設置 

・事業活動調整員１名設置（経営指導員１名が兼務） 

・経営特別相談員３０名設置（京都府知事委嘱） 

・クリーニング大手業者の京都進出にかかる協定締結の調停（４月１０日） 

 

昭和５７年  ・第２回「京都かんえいまつり」開催（１１月２０日～２１日 京都市勧業館） 

・クリーニング大手業者との「協定を考える会」開催 

・公衆浴場活路開拓事業委員会開催（１０月～昭和５８年３月） 

 『２１世紀に生きる公衆浴場』を上記の委員会のとりまとめ報告書として発行。 

大学生と共に浴場付近の住民のニーズについて画期的な悉皆調査を行う。これ 

を機会に毎月 26 日を全国初の「フロの日」を設定する。 

  

昭和５８年  ・企画運営委員会設置。３１名で発足（１０月１日） 

・経営特別相談員３０名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・第３回「京都かんえいまつり」開催（１１月２０日～２１日 京都市勧業館） 

 

昭和５９年  ・クリーニング業標準営業約款（Ｓマーク）の登録業務開始 

・第４回「京都かんえいまつり」開催（１１月４日～５日 京都市勧業館） 

 

昭和６０年  ・第５回「京都かんえいまつり」開催（１１月１６日～１７日 京都市勧業館） 

 

昭和６１年  ・理容業標準営業約款（Ｓマーク）の登録業務開始 

・京都府分野調整事業協議会設置 

・経営特別相談員４１名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・第６回「京都かんえいまつり」開催（１１月２２日～２３日 京都市勧業館） 

 

昭和６２年  ・「エイズ講習会」開催（３月９日、１６日 本能寺文化会館） 

  ・地区別環境衛生営業巡回相談の開始 

・第７回「京都かんえいまつり」開催 

（１２月１２日～１３日京都府総合見本市会館） 

・大学生協京都会館建設に関する調整会議開催及び協定締結の調停 



 

 

 

昭和６３年  ・美容業標準営業約款（Ｓマーク）の登録業務開始 

・第８回「京都かんえいまつり」開催 

（１１月１９日～２０日京都府総合見本市会館） 

 

平成 元 年    ・クリーニング業法に基づく「クリーニング師研修」及び「クリーニング業務従事

者講習」の開始 

・経営特別相談員３７名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・第９回「京都かんえいまつり」開催 

（１２月２日～３日京都府総合見本市会館） 

 

平成 ２ 年  ・高齢者サービス需要検討協議会設置し、高齢者需要開発促進事業実施 

・財団法人理容師・美容師試験研修センター京都府支部併設 

・創立１０周年記念｢京都かんえいフェア｣開催（９月８日～９日 京都市勧業館） 

・第１０回「京都かんえいまつり」開催 

（１１月１７日～１８日 京都府総合見本市会館） 

 

平成 ３ 年  ・創立１０周年記念式典開催（３月１８日 京都ブライトンホテル） 

       ・高齢者サービス需要検討協議会設置し、高齢者需要開発促進事業実施 

 

平成 ４ 年  ・経営特別相談員４７名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・環境衛生営業振興助成交付金事業開始 

         「食と宿ふれあいフェスタ」の開催（平成４年度～平成１１年度） 

・第１１回「京都かんえいまつり」開催（３月２７日 綾部市民センター） 

・第１２回「京都かんえいまつり」開催 

（１１月２８～２９日 京都府総合見本市会館） 

 

平成 ６ 年  ・第１３回「京都かんえいまつり」開催 

（２月４日～５日、２月７日～８日 京都近鉄百貨店） 

    ・平安建都１２００年記念協賛事業 

・「ハートウォークラリー’９４」 

 （８月１０日 平安神宮を中心に東山地域の観光地 ３コース） 

・日・中・琉交流「健康・長寿と食文化フェア」（別紙３参照） 

                 （１０月２９日～３０日 祇園甲部歌舞練場） 

・第１４回「京都かんえいまつり」開催 

（１２月３日～４日 京都府総合見本市会館） 



 

 

 

平成 ７ 年    ・経営特別相談員５７名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・第１５回「京都かんえいまつり」開催 

（１２月８日～９日 京都府総合見本市会館） 

 

平成 ８ 年  ・病原性大腸菌 O-１５７対策の経営相談窓口設置（８月７日） 

・創立１５周年記念「京都環衛大会」＆第１６回「京都かんえいまつり」開催 

   （１１月１６日～１７日 京都市勧業館） 

 

平成 ９ 年  ・環衛業まちおこし推進モデル事業の実施（３月） 

・病原性大腸菌 O-１５７テスト講習会開催（７月３０日 ルビノ京都堀川） 

・ＪＲ西日本のクリーニング業界新規参入に事業活動調整員が仲介・調整を始める。 

 

平成１０年  ・第１７回「京都かんえいまつり」開催 

          第１部「食と生活いきいきフェア」（２月２１日～２２日 京都近鉄百貨店） 

          第２部「環衛業企業セミナー」（３月２０日 都ホテル） 

・経営特別相談員５６名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・「京の飲食業歴史物語（京のおもてなし）」の発行（２月） 

 

平成１１年  ・「京の飲食業歴史物語（京のおもてなし・Ⅱ）」の発行（２月） 

・ＪＲ西日本のクリーニング業界新規参入に事業活動調整員の仲介・調整によりクリ 

ーニング組合とＪＲ西日本との両当事者間で「取次についての標準協定」や「覚書」

が締結され、紛争に至らず円満解決（２月２６日） 

・第１８回「京都かんえいまつり」開催（３月１５日 ゆうりぞうと洛翠） 

・郵便貯金振興会京都郵便貯金地域文化活動支援施設（ぱ・る・るプラザ京都）の京 

都駅前進出に伴い、事業活動調整員が仲介・調整、京都駅商業地区連絡協議会との

間で円満解決（６月１７日調整開始、６月２９日決着） 

 

平成１２年  ・環境衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（題名及び目的規定に環 

境衛生環境営業の「振興」を加える等）の施行（４月１０日） 

  ・第１９回「京都かんえいまつり」開催（３月１８日 ぱ・る・るプラザ京都） 

・社団法人全国国民年金福祉協会連合会・国民年金京都会館（通称・京都エミナース） 

 の温泉浴場の一般開放について、公衆浴場が影響を受けるため、事業活動調整員が 

 仲介・調整、工事完了（平成１４年３月完了予定）に事業活動調整員を交えて浴場

組合と協議することで関係当事者了解（１２月７日） 

 



 

 

 

平成１３年  ・生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（「環境衛生」の用語を「生 

活衛生」に改める等）の施行に伴い「財団法人京都府生活衛生営業指導センター」

に改称（１月６日） 

・第２０回「京都かんえいまつり」開催（３月２９日 京都センチュリーホテル） 

・経営特別相談員５２名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・指導センター並びに全生活衛生同業組合のホームページ作成 

・ＢＳＥ関連「食肉安全確認検討会と試食会」開催（１１月６日 ゆうりぞうと洛翠） 

 

平成１４年  ・「京都かんえいまつり」を「京都 SeeL フェア」に改称し、第２１回「京都 SeeL フ 

ェア」開催（３月１６日 京都全日空ホテル） 

 

平成１５年  ・嵐山温泉開発株式会社が開発する「嵐山温泉」について、宿泊者以外にも利用され 

        る意向が伺えたので、浴場組合から事業活動調整員に実態調査と調整の依頼があり、 

        事業活動調整員を交えて工事完了時に調整することとなる。（１月） 

・第２２回「京都 SeeL フェア」開催（３月１０日 京都先斗町歌舞練場） 

・重症急性呼吸器症候群（「ＳＡＲＳ」）対策の経営相談窓口設置（６月１０日） 

・韓国飲食業中央会大田市視察団入洛（１０月３日 ゆうりぞうと洛翠） 

・食品リサイクル検証事業実施（１０月８日～平成１６年３月３０日） 

・第２３回「京都 SeeL フェア」開催（１１月１１日 祇園会館） 

・「嵐山温泉」の掘削に伴う浴場組合の調整について、事業活動調整員が嵐山温泉開 

発株式会社と協議し、「今後３年間は、嵐山地域７旅館のみ配湯し、外湯への供給

はしない。」と決定。今後は、年１回程度関係者が協議し、嵐山温泉の利用状況等

を浴場組合に報告するとともに必要に応じて分野調整事業協議会を開催すること

で関係当事者了解（１２月５日） 

 

平成１６年  ・鶏肉・鶏卵に係る風評被害対策会議開催（３月１２日 ルビノ京都堀川） 

・「高病原性鳥インフルエンザ対策」に係る要望書を関係機関に提出（３月１９日） 

・経営特別相談員５４名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・「高病原性鳥インフルエンザ」終息宣言、鶏肉・鶏卵消費拡大キャンペーンの実施 

                      （４月１３日 京都市役所前広場） 

  ・消費税法の改正に伴う講習会開催（７月５日、１３日 平安会館） 

       ・「都道府県指導センターへの国庫補助金廃止反対」の全国統一要望活動の実施 

            （９月２１日～２２日、９月２４日 京都府、京都市他） 

・台風第２３号被害対策の経営相談窓口設置（１０月２５日） 

・第２４回「京都 SeeL フェア」開催（１１月２３日 新風館） 



 

 

 

平成１７年  ・新規開業支援講習会開催（４月２８日 京都ガーデンパレス） 

・健康入浴推進事業の実施（９月２２日～平成１８年３月６日） 

・「政府系金融機関の見直し」に対する要望書の提出（１０月１９日） 

・めん類飲食店及び一般飲食店標準営業約款（Ｓマーク）の登録業務開始（１１月） 

・第２５回「京都 SeeL フェア」開催（１１月２３日 新風館） 

 

平成１８年  ・新規開業支援講習会開催（１月１８日 京都ガーデンパレス） 

・財団法人京都府生活衛生営業指導センター創立２５周年記念式典 

                             （２月３日 京都ホテルオークラ） 

・飲食店創業支援セミナー（６月２８日 国民金融公庫京都支店） 

・健康入浴推進事業の実施（７月１４日～平成１９年２月２７日） 

・「クリーニング資材等の省資源化等実態報告書」作成、関係団体等に提言（９月） 

・第２６回「京都 SeeL フェア」開催（１０月２８日 新風館） 

 

平成１９年  ・経営特別相談員５１名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・第２７回「京都 SeeL フェア」開催（９月３０日 平安女学院京都キャンパス） 

 

平成２０年  ・後継者育成支援事業の実施（８月１９日～１２月１日） 

・経営改善推進事業の実施（８月１９日～１２月１日） 

・第２８回「京都 SeeL フェア」開催（１１月２日 平安女学院京都キャンパス） 

 

平成２１年  ・後継者育成支援事業の実施（６月９日～平成２２年３月１６日） 

・経営改善推進事業の実施（６月９日～平成２２年３月１６日） 

・新型インフルエンザ関連特別融資制度説明会 

（９月１７日 日本政策金融公庫西陣支店） 

・第２９回「京都 SeeL フェア」開催（１１月１日 平安女学院京都キャンパス） 

 

平成２２年  ・株式会社嵐山温泉の温泉配湯旅館の浴場における一般利用者への開放について、事 

業活動調整員の仲介・調整により公衆浴場組合と株式会社嵐山温泉の両当事者間で 

「覚書」が締結され、紛争に至らず円満解決（３月２日） 

  ・経営特別相談員５１名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

・経営改善推進事業の実施（４月２２日～平成２３年２月７日） 

・後継者育成支援事業の実施（５月１８日～平成２３年２月７日） 

・第３０回「京都 SeeL フェア」開催（１０月３１日 平安女学院京都キャンパス） 

 



 

 

平成２３年  ・財団法人京都府生活衛生営業指導センター創立３０周年記念式典 

                           （２月２１日 京都ブライトンホテル） 

       ・後継者育成支援事業の実施（７月２９日～平成２４年３月６日） 

       ・インターンシップ事業の実施（９月２日～１２月２日） 

       ・政策金融公庫融資申し込みに係る推薦書発行事務を京都府から委嘱 

       ・第３１回「京都 SeeL フェア」開催（１０月３０日 平安女学院京都キャンパス） 

        

平成２４年  ・後継者育成支援事業の実施（６月６日～平成２５年３月２２日） 

       ・インターンシップ事業の実施（９月２日～１０月２６日） 

       ・第３２回「京都 Seel フェア」開催（１０月２日 平安女学院京都キャンパス） 

 

平成２５年  ・公益財団法人に移行・名称変更（４月１日） 

       ・経営特別相談員５３名設置（京都府知事委嘱、委嘱期間３年） 

       ・後継者育成支援事業の実施（６月５日～平成２６年１月２８日） 

       ・インターンシップ事業の実施（６月４日～１０月２９日） 

       ・第３３回「京都 Seel フェア」開催（１０月２７日 平安女学院京都キャンパス） 

 

平成２６年  ・後継者育成支援事業の実施（６月１１日～平成２７年１月２９日） 

       ・インターンシップ事業の実施（６月２日～１０月３１日） 

       ・衛生水準の確保・向上事業の実施 

・第３４回「京都 Seel フェア」開催（１０月２６日 平安女学院京都キャンパス） 

 

平成２７年  ・後継者育成支援事業の実施（６月１６日～平成２８年３月１０日） 

       ・インターンシップ事業の実施（６月１７日～９月１５日） 

       ・衛生水準の確保・向上事業の実施 

・第３５回「京都 SeeL フェア」開催（１０月２５日 平安女学院京都キャンパス） 

 

平成２８年  ・公益財団法人京都府生活衛生営業指導センター創立３５周年記念式典 

                            （２月１６日 京都ガーデンパレス） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



(別紙２）



(別紙３）


